
1｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表                                             （施行日：令和３年10月５日） 

現 行 改 正 案 

 

（申請書等の提出） 

第４条 法、政令、省令、条例及びこの規則の規定により市長に提出する申請書、届書及び報告書（以下この項において「申請書等」と

いう。）は、横浜市建築局建築指導部（以下「建築指導部」という。）に提出するものとする。ただし、法第42条第１項第５号の規定に

よる道路（条例第56条の３第２項第１号から第６号までのただし書又は第８号の規定に基づき、市長が周囲の状況によりやむを得ない

と認める場合に係るものを除く。）の位置の指定に係る申請書等は、横浜市建築局宅地審査部（以下「宅地審査部」という。）に提出す

るものとする。 

 

（書類の閲覧） 

第４条の４ 省令第11条の４第１項第１号から第７号までに掲げる書類（以下「概要書等」という。）の閲覧の場所は、建

築指導部に置く。 

２ 概要書等の閲覧をすることができる時間は、午前８時45分から午後５時（省令第11条の４第１項第３号及び第４号に掲

げる書類の閲覧にあっては、午後５時15分）までとする。 

 

３（略） 

 

４ 概要書等（省令第11条の４第１項第７号に掲げる書類を除く。）の閲覧をしようとする者は、次に掲げる事項を記載し

た申請書を市長に提出しなければならない。 

(1) 閲覧をする日 

(2) 閲覧をしようとする者の氏名及び住所 

(3) その他市長が必要と認める事項 

 

５（略） 

 

（許可申請） 

第８条  

１（略） 

 

２ 条例、地区計画建築条例、特別工業地区条例、地下室マンション条例、横浜市福祉のまちづくり条例、都心機能誘導地

区条例又は不燃化推進条例の規定により許可を受けようとする者は、第５号様式の許可申請書の正本及び副本に、案内

図、配置図その他それぞれ許可を受けようとする事項の審査に必要な図書を添えて市長に提出しなければならない。 

 

３～４（略） 

 

（道路の変更又は廃止） 

第10条の２ 条例第56条の４第１項の規定による道路の変更又は廃止の申請をしようとする者は、第10号様式の道路廃止

（変更）申請書の正本及び副本に、次に掲げる図書を添えて市長に提出しなければならない。ただし、市長が当該変更又

は廃止に係る審査に必要がないと認めた図書については、その添付を省略することができる。 

 

（申請書等の提出） 

第４条 法、政令、省令、条例及びこの規則の規定により市長に提出する申請書、届書及び報告書（以下この項において「申請書等」

という。）は、横浜市建築局建築指導部（以下「建築指導部」という。）に提出するものとする。ただし、法第42条第１項第５号の規

定による道路（条例第56条の４第２項第１号から第６号までのただし書又は第８号の規定に基づき、市長が周囲の状況によりやむを

得ないと認める場合に係るものを除く。）の位置の指定に係る申請書等は、横浜市建築局宅地審査部（以下「宅地審査部」という。）

に提出するものとする。 

 

（書類の閲覧） 

第４条の４ 省令第11条の３第１項第１号から第７号までに掲げる書類（以下「概要書等」という。）の閲覧の場所は、

建築指導部に置く。 

２ 概要書等の閲覧をすることができる時間は、午前８時45分から午後５時（省令第11条の３第１項第３号及び第４号に

掲げる書類の閲覧にあっては、午後５時15分）までとする。 

 

３（略） 

 

４ 概要書等（省令第11条の３第１項第７号に掲げる書類を除く。）の閲覧をしようとする者は、次に掲げる事項を記載

した申請書を市長に提出しなければならない。 

(1) 閲覧をする日 

(2) 閲覧をしようとする者の氏名及び住所 

(3) その他市長が必要と認める事項 

 

５（略） 

 

（許可申請） 

第８条  

１（略） 

 

２ 条例、地区計画建築条例、特別工業地区条例、地下室マンション条例、横浜市福祉のまちづくり条例、都心機能誘導

地区条例、不燃化推進条例又は都市計画法（昭和43年法律第100号）第20条第1項の規定により告示された横浜国際港都

建設計画高度地区の規定により許可を受けようとする者は、第５号様式の許可申請書の正本及び副本に、案内図、配置

図その他それぞれ許可を受けようとする事項の審査に必要な図書を添えて市長に提出しなければならない。 

 

３～４（略） 

（道路の変更又は廃止） 

第10条の２ 条例第56条の５第１項の規定による道路の変更又は廃止の申請をしようとする者は、第10号様式の道路廃

止（変更）申請書の正本及び副本に、次に掲げる図書を添えて市長に提出しなければならない。ただし、市長が当該変

更又は廃止に係る審査に必要がないと認めた図書については、その添付を省略することができる。 
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(1) 付近見取図 

(2) 現況図 

(3) 変更又は廃止をしようとする道路の敷地となっている土地（以下「変更又は廃止道路敷」という。）の登記事項証明

書及び公図の写し 

(4) 変更又は廃止道路敷に対し所有権その他の権利を有する者の第10号様式の２の道路の廃止（変更）承諾書 

(5) その他市長が必要と認める図書 

 

２（略） 

 

３ 変更又は廃止道路敷が都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項の許可を受けた区域内又は同項各号に掲げる

開発行為を行う区域内に含まれ、かつ、当該道路の変更又は廃止を行っても交通上支障がないと認められる場合には、第

１項の規定にかかわらず、同項第３号から第５号までに掲げる図書の添付を省略することができる。 

４ 条例第56条の４第２項の規定による通知は、第１項の副本に所要の記載をしたものによって行うものとする。 

 

（計画変更等） 

第15条  

１～８（略） 

 

９ 追加 

 

 

 

 

別表第１ 

（省略） 

(59) 条例第56条の規定が適用される建

築物 

既存不適格調書 既存建築物の基準時及びその状況に関する事項 

各階平面図 増築等に係る部分 

 条例第56条第２項の

規定が適用される建

築物 

耐火建築物の構造詳細図 床又は壁の断面の構造、材料の種別及び寸法 

令第117条第２項各号の規

定に適合することの確認に

必要な図書 

令第117条第２項各号に掲げる建築物の部分に該

当することを確認するために必要な事項 

条例第56条第４項の

規定が適用される建

築物 

既存不適格調書 増築等の後における延べ面積及び建築面積が基

準時における敷地面積に対して法第52条第１項

及び法第53条の規定に適合することの確認に必

要な算式 

条例第56条第５項の

規定が適用される建

築物 

各階平面図 用途の変更をする場合にあっては、当該用途の変

更に係る部分 

  

 （新設） 

 

 

 

(59)

の２ 

条例第56条

の２の規定

条例第56条の２第１

項の規定が適用され

床面積求積図 特定規定に規定する用途に供する建築物の各部

分の床面積の合計 

(1) 付近見取図 

(2) 現況図 

(3) 変更又は廃止をしようとする道路の敷地となっている土地（以下「変更又は廃止道路敷」という。）の登記事項証

明書及び公図の写し 

(4) 変更又は廃止道路敷に対し所有権その他の権利を有する者の第10号様式の２の道路の廃止（変更）承諾書 

(5) その他市長が必要と認める図書 

 

２（略） 

 

３ 変更又は廃止道路敷が都市計画法（削除）第29条第１項の許可を受けた区域内又は同項各号に掲げる開発行為を行う

区域内に含まれ、かつ、当該道路の変更又は廃止を行っても交通上支障がないと認められる場合には、第１項の規定に

かかわらず、同項第３号から第５号までに掲げる図書の添付を省略することができる。 

４ 条例第56条の５第２項の規定による通知は、第１項の副本に所要の記載をしたものによって行うものとする。 

 

（計画変更等） 

第15条  

１～８（略） 

 

９ 国の機関の長等は、法第18条第３項（法87条第１項、法第87条の４又は法第88条第１項若しくは第２項において準用

する場合を含む。）の規定により確認済証の交付を受けた後、工事の完了又は用途の変更をする前に、建築主、工事監

理者若しくは工事施行者の氏名若しくは住所又は設計者の住所を変更しようとするときは、第12号様式２通に、当該確

認済証を添えて建築主事に提出するものとする。 

 

別表第１ 

（省略） 

(59) 条例第56条の規定が適用される建

築物 

既存不適格調書 既存建築物の基準時及びその状況に関する事項 

各階平面図 増築等に係る部分 

 条例第56条第２項の

規定が適用される建

築物 

耐火建築物の構造詳細図 床又は壁の断面の構造、材料の種別及び寸法 

令第117条第２項各号の規

定に適合することの確認に

必要な図書 

令第117条第２項各号に掲げる建築物の部分に該

当することを確認するために必要な事項 

条例第56条第４項の

規定が適用される建

築物 

既存不適格調書 増築等の後における延べ面積及び建築面積が基

準時における敷地面積に対して法第52条第１項

及び法第53条の規定に適合することの確認に必

要な算式 

 

（削除） 

 

(59) 

の２ 

条例第56条の２規定が適用される

建築物 

既存不適格調書 既存建築物の基準時及びその状況に関する事項 

各階平面図 用途の変更に係る部分 

 条例第56条の２第１

項の規定が適用され

る建築物 

耐火建築物の構造詳細図 床又は壁の断面の構造、材料の種別及び寸法 

政令第117条第２項各号の

規定に適合することの確認

に必要な図書 

政令第117条第２項各号に掲げる建築物の部分に

該当することを確認するために必要な事項 

(59)

の３ 

条例第56条

の３の規定

条例第56条の３第１

項の規定が適用され

床面積求積図 特定規定に規定する用途に供する建築物の各部

分の床面積の合計 
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 が適用され

る建築物 

る建築物 

 条例第56条の２第

１項第１号の規定

が適用される建築

物 

床面積求積図 車庫等の用途に供する建築物の各部分の床面積

の合計 

条例第56条の２第

１項第２号の規定

が適用される建築

物 

床面積求積図 特定規定に規定する用途以外の用途に供する建

築物の各部分の床面積の合計 

共用部分の床面積の合計 

条例第56条の２第１項第２号に規定する数値を

算定するための算式 

条例第56条の２第２

項の規定が適用され

る建築物 

床面積求積図 自動車車庫又は自動車修理工場の用途に供する

建築物の各部分の床面積の合計 

専ら自転車のための車庫等の用途に供する建築

物の各部分の床面積の合計 

（省略） 
 

 が適用され

る建築物 

る建築物 

 条例第56条の３第

１項第１号の規定

が適用される建築

物 

床面積求積図 車庫等の用途に供する建築物の各部分の床面積

の合計 

条例第56条の３第

１項第２号の規定

が適用される建築

物 

床面積求積図 特定規定に規定する用途以外の用途に供する建

築物の各部分の床面積の合計 

共用部分の床面積の合計 

条例第56条の２第１項第２号に規定する数値を

算定するための算式 

条例第56条の３第２

項の規定が適用され

る建築物 

床面積求積図 自動車車庫又は自動車修理工場の用途に供する

建築物の各部分の床面積の合計 

専ら自転車のための車庫等の用途に供する建築

物の各部分の床面積の合計 

（省略） 

   

 第２号様式（第４条の３第１項） 

 

照 会 書 

 

 

                                           年  月  日 

（提出先） 

横浜市長 

指定確認検査機関の名称 

代表者                ○印  

 

建築基準法第77条の32第１項の規定により、次の内容について照会します。 

 

第２号様式（第４条の３第１項） 

 

照 会 書 

 

 

                                           年  月  日 

（提出先） 

横浜市長 

指定確認検査機関の名称 

代表者               （削除）  

 

建築基準法第77条の32第１項の規定により、次の内容について照会します。 
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１  照 会 に 係 る

法 令 等 
について 

２  照会事項  

３ 

敷
地
の
概
要 

ア 所 在 地  

イ 用途地域  オ  その他の地域等  

ウ 防火地域 

防 火 

準 防 火 

指 定 な し 

カ 法第53条による 

  建 蔽 率 
.  ％ ク 法第52条による容積率 . ％ 

エ 高度地区 
最  限 

第  種 
キ 計 画 建 蔽 率 .  ％ ケ 計 画 容 積 率  . ％ 

４  主要用途  ５ 工事種別  新築 増築 改築 移転 用途変更 

６  構  造  ７ 階  数 階 ８ 高 さ ｍ 

９  経  緯  

10  参考意見  

11  連 絡 先 ア 担当者名  イ 電話番号  

 

※  受 付 欄 

 

 

（注意） ※印のある欄は、記入しないでください。 

                                              （Ａ４） 

 

 

 

 

 

第４号様式の３（第７条の２の２第１項） 

定期報告対象特定建築物等の使用休止届 

 

                                          年   月   日 

（届出先） 

横浜市長 

届出者 住所                    

 氏名           ○印 

（法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

電話 
 

次の（ 定期報告対象特定建築物 特定建築設備等 昇降機等 ）の使用を休止したので、横浜市建築基準法施行細則 

第７条の２の２第１項の規定により届け出ます。 

１ 所有者の住所及び氏名  

１  照 会 に 係 る

法 令 等 
について 

２  照会事項  

３ 

敷
地
の
概
要 

ア 所 在 地  

イ 用途地域  オ  その他の地域等  

ウ 防火地域 

防 火 

準 防 火 

指 定 な し 

カ 法第53条による 

  建 蔽 率 
.  ％ ク 法第52条による容積率 . ％ 

エ 高度地区 
最  限 

第  種 
キ 計 画 建 蔽 率 .  ％ ケ 計 画 容 積 率  . ％ 

４  主要用途  ５ 工事種別  新築 増築 改築 移転 用途変更 

６  構  造  ７ 階  数 階 ８ 高 さ ｍ 

９  経  緯  

10  参考意見  

11  連 絡 先 ア 担当者名  イ 電話番号  

 

※  受 付 欄 

 

 

（注意） ※印のある欄は、記入しないでください。 

                                              （Ａ４） 

 

 

 

 

 

 第４号様式の３（第７条の２の２第１項） 

定期報告対象特定建築物等の使用休止届 

 

                                          年   月   日 

（届出先） 

横浜市長 

届出者 住所                    

 氏名           （削除） 

（法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

電話 
 

次の（ 定期報告対象特定建築物 特定建築設備等 昇降機等 ）の使用を休止したので、横浜市建築基準法施行細則 

第７条の２の２第１項の規定により届け出ます。 

１ 所有者の住所及び氏名  
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２ 管理者の住所及び氏名  

建
築
物
の
概
要 

３ 

定
期
報
告
対
象
特
定 

(1) 所  在  地 
（住居表示） 

（地名地番） 

(2) 名     称 

（整 理 番 号） 

 

（ 02 -                    ） 

(3) 用     途  

(4) 構     造  

(5) 規     模 階数（地上    階 ・ 地下    階）、 延べ面積（          ㎡） 

４ 

特定建築設備

等（昇降機を除

く。）の概要  

建築設備 □機械換気設備  □空気調和設備  □排煙設備  □非常用の照明装置  

防火設備 □防火扉 □防火シャッター □耐火クロススクリーン □ドレンチャー □その他 

５ 
昇降機及び  

工作物の概要 

昇降機及

び 

観光用エ

レ 

ベーター

等 

種別：             用途：            号機  

積載量：      kg  最大定員：    人  定格速度：    ｍ／分 

遊戯施設 
□高架の遊戯施設 

□回転運動をする遊戯施設で原動機を使用するもの 

６ 

確 認 済 証 交 付 者  

確認済証交付年月日 

及 び 番 号 

 

         年   月   日                  号 

７ 

検 査 済 証 交 付 者  

検査済証交付年月日 

及 び 番 号 

 

         年   月   日                  号 

８ 
前 回 報 告 年 月 日  

及 び 受 付 番 号  

定期報告対象特定建築物：    年   月   日             号 

特定建築設備等：    年   月   日                 号 

昇降機等：    年   月   日                    号 

９ 使 用 休 止 の 理 由   

10 使 用 休 止 期 間       年   月   日 から     年   月   日  まで 

※

受

付

欄 

 （注意）１ ※印のある欄は、記入しないでください。 

２ 届出者は、定期報告対象特定建築物等の所有者（ただし、所有者と管理者が異なる 

場合にあっては、管理者）となります。 

３ 届出者の氏名（法人の場合にあっては、代表者の氏名）の記載を自署で行う場合に 

おいては、押印を省略できます。 

４ 使用休止期間が変更になる場合は、改めて定期報告対象特定建築物等の使用休止届 

を提出してください。 

５ ８欄は、対象の昇降機等が複数あり、記入欄が不足する場合には別紙を添付してく

ださい。 

 

（Ａ４） 

 

第４号様式の４（第７条の２の２第３項） 

定期報告対象特定建築物等の使用再開届 

年   月   日 

２ 管理者の住所及び氏名  

建
築
物
の
概
要 

３ 

定
期
報
告
対
象
特
定 

(1) 所  在  地 
（住居表示） 

（地名地番） 

(2) 名     称 

（整 理 番 号） 

 

（ 02 -                    ） 

(3) 用     途  

(4) 構     造  

(5) 規     模 階数（地上    階 ・ 地下    階）、 延べ面積（          ㎡） 

４ 

特定建築設備

等（昇降機を除

く。）の概要  

建築設備 □機械換気設備  □空気調和設備  □排煙設備  □非常用の照明装置  

防火設備 □防火扉 □防火シャッター □耐火クロススクリーン □ドレンチャー □その他 

５ 
昇降機及び  

工作物の概要 

昇降機及び 

観光用エレ 

ベーター等 

種別：             用途：            号機  

積載量：      kg  最大定員：    人  定格速度：    ｍ／分 

遊戯施設 
□高架の遊戯施設 

□回転運動をする遊戯施設で原動機を使用するもの 

６ 

確 認 済 証 交 付 者  

確認済証交付年月日 

及 び 番 号 

 

         年   月   日                  号 

７ 

検 査 済 証 交 付 者  

検査済証交付年月日 

及 び 番 号 

 

         年   月   日                  号 

８ 
前 回 報 告 年 月 日  

及 び 受 付 番 号  

定期報告対象特定建築物：    年   月   日             号 

特定建築設備等：    年   月   日                 号 

昇降機等：    年   月   日                    号 

９ 使 用 休 止 の 理 由   

10 使 用 休 止 期 間       年   月   日 から     年   月   日  まで 

※

受

付

欄 

 （注意）１ ※印のある欄は、記入しないでください。 

２ 届出者は、定期報告対象特定建築物等の所有者（ただし、所有者と管理者が異なる 

場合にあっては、管理者）となります。 

（削除） 

３ 使用休止期間が変更になる場合は、改めて定期報告対象特定建築物等の使用休止届 

を提出してください。 

４ ８欄は、対象の昇降機等が複数あり、記入欄が不足する場合には別紙を添付してく

ださい。 

 

（Ａ４） 

 

 

 

第４号様式の４（第７条の２の２第３項） 

定期報告対象特定建築物等の使用再開届 

年   月   日 



6｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

（届出先） 

横浜市長 

届出者 住所                    

                                      氏名              ㊞ 

（法人の場合は、名称・代表者の氏名）    

電話 

 
次の（ 定期報告対象特定建築物 特定建築設備等 昇降機等 ）の使用を再開したいので、横浜市建築基準法施行 

細則第７条の２の２第３項の規定により届け出ます。 

１ 所有者の住所及び氏名  

２ 管理者の住所及び氏名  

 

建
築
物
の
概
要 

３ 

定
期
報
告
対
象
特
定 

(1) 所  在  地 
（住居表示） 

（地名地番） 

(2) 名     称 

（整 理 番 号） 

 

（ 02 -                    ） 

(3) 用     途  

(4) 構     造  

(5) 規     模 階数（地上    階 ・ 地下    階）、 延べ面積（          ㎡） 

４ 

特定建築設備

等（昇降機を除

く。）の概要  

建築設備 □機械換気設備  □空気調和設備  □排煙設備  □非常用の照明装置 

防火設備 □防火扉 □防火シャッター □耐火クロススクリーン □ドレンチャー □その他 

５ 
昇降機及び  

工作物の概要 

昇降機及び 

観光用エレ 

ベーター等 

種別：             用途：            号機  

積載量：      kg  最大定員：    人  定格速度：    ｍ／分 

遊戯施設 
□高架の遊戯施設 

□回転運動をする遊戯施設で原動機を使用するもの 

６ 

確 認 済 証 交 付 者  

確認済証交付年月日 

及 び 番 号 

 

         年   月   日                  号 

７ 

検 査 済 証 交 付 者  

検査済証交付年月日 

及 び 番 号 

 

         年   月   日                  号 

８ 
前 回 報 告 年 月 日  

及 び 受 付 番 号  

定期報告対象特定建築物：    年   月   日             号 

特定建築設備等：    年   月   日                 号 

昇降機等：    年   月   日                    号 

９ 使 用 休 止 届 届 出 日   

10 使 用 休 止 期 間       年   月   日 から     年   月   日  まで 

※

受

付

欄 

 （注意）  １ ※印のある欄は、記入しないでください。 

２ 届出者は、定期報告対象特定建築物等の所有者（ただし、所有者と管理者が異なる

場合にあっては、管理者）となります。 

３ 届出者の氏名（法人の場合にあっては、代表者の氏名）の記載を自署で行う場合に

おいては、押印を省略できます。 

４ ８欄は、対象の昇降機等が複数あり、記入欄が不足する場合には別紙を添付してく

ださい。 

                                          （Ａ４） 

（届出先） 

横浜市長 

届出者 住所                    

                                    氏名            （削除）      

（法人の場合は、名称・代表者の氏名）    

電話 

 
次の（ 定期報告対象特定建築物 特定建築設備等 昇降機等 ）の使用を再開したいので、横浜市建築基準法施行 

細則第７条の２の２第３項の規定により届け出ます。 

１ 所有者の住所及び氏名  

２ 管理者の住所及び氏名  

 

建
築
物
の
概
要 

３ 

定
期
報
告
対
象
特
定 

(1) 所  在  地 
（住居表示） 

（地名地番） 

(2) 名     称 

（整 理 番 号） 

 

（ 02 -                    ） 

(3) 用     途  

(4) 構     造  

(5) 規     模 階数（地上    階 ・ 地下    階）、 延べ面積（          ㎡） 

４ 

特定建築設備

等（昇降機を除

く。）の概要  

建築設備 □機械換気設備  □空気調和設備  □排煙設備  □非常用の照明装置 

防火設備 □防火扉 □防火シャッター □耐火クロススクリーン □ドレンチャー □その他 

５ 
昇降機及び  

工作物の概要 

昇降機及び 

観光用エレ 

ベーター等 

種別：             用途：            号機  

積載量：      kg  最大定員：    人  定格速度：    ｍ／分 

遊戯施設 
□高架の遊戯施設 

□回転運動をする遊戯施設で原動機を使用するもの 

６ 

確 認 済 証 交 付 者  

確認済証交付年月日 

及 び 番 号 

 

         年   月   日                  号 

７ 

検 査 済 証 交 付 者  

検査済証交付年月日 

及 び 番 号 

 

         年   月   日                  号 

８ 
前 回 報 告 年 月 日  

及 び 受 付 番 号  

定期報告対象特定建築物：    年   月   日             号 

特定建築設備等：    年   月   日                 号 

昇降機等：    年   月   日                    号 

９ 使 用 休 止 届 届 出 日   

10 使 用 休 止 期 間       年   月   日 から     年   月   日  まで 

※

受

付

欄 

 （注意） １ ※印のある欄は、記入しないでください。 

２ 届出者は、定期報告対象特定建築物等の所有者（ただし、所有者と管理者が異なる

場合にあっては、管理者）となります。 

（削除） 

３ ８欄は、対象の昇降機等が複数あり、記入欄が不足する場合には別紙を添付してく 

ださい。 

（Ａ４） 



7｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

 

 

 

第５号様式（第８条第２項） 

許 可 申 請 書 

（第一面） 

   

  条例      第  条第  項第  号 
                        の規定による許可を受けたいので申請します。 

      （追加）           

 

この申請書及び添付図書の記載事項は、事実に相違ありません。 

 

                                        年  月  日 

（申請先） 

 横浜市長 

                                     申請者 氏名                 ○印 

（法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

【１．申請者】 

【イ．氏名のフリガナ】 

【ロ．氏名】 

【ハ．郵便番号】 

【ニ．住所】 

【ホ．電話番号】 

【２．設計者】 

【イ．資格】 （     ）建築士（     ）登録第     号 

【ロ．氏名】 

【ハ．建築士事務所名】（   ）建築士事務所（   ）知事登録第        号 

 

【ニ．郵便番号】 

【ホ．所在地】 

【へ．電話番号】 

※手数料欄 

※受付欄 ※許可番号欄 

    

  

  年  月  日 

 

第        号 

  （注意） ※印のある欄は、記入しないでください。 

（Ａ４） 

 

 

 

第５号様式（第８条第２項） 

許 可 申 請 書 

（第一面） 

   

条例第    条第    項第   号 
                     の規定による許可を受けたいので申請します。       

横 浜 国 際 港 都 建 設 計 画 高 度 地 区  
  

この申請書及び添付図書の記載事項は、事実に相違ありません。 

 

                                        年  月  日 

（申請先） 

 横浜市長 

                                     申請者 氏名               （削除） 

（法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

【１．申請者】 

【イ．氏名のフリガナ】 

【ロ．氏名】 

【ハ．郵便番号】 

【ニ．住所】 

【ホ．電話番号】 

【２．設計者】 

【イ．資格】 （     ）建築士（     ）登録第     号 

【ロ．氏名】 

【ハ．建築士事務所名】（   ）建築士事務所（   ）知事登録第        号 

 

【ニ．郵便番号】 

【ホ．所在地】 

【へ．電話番号】 

※手数料欄 

※受付欄 ※許可番号欄 

    

  

  年  月  日 

 

第        号 

  （注意） ※印のある欄は、記入しないでください。 

（Ａ４） 

 



8｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

 

第５号様式の４（第８条の３第１項） 

 

指 定 申 請 書 

（第一面） 

 

建築基準法第３条第１項第３号の規定による指定を受けたいので申請します。 

この申請書及び添付図書の記載事項は、事実に相違ありません。 

                                           年  月  日 

（申請先） 

 横浜市長 

                                        申請者 氏名                             ○印 

（法人の場合は、名称・代表者の氏名）  

【１．申請者】 

【イ．氏名のフリガナ】 

【ロ．氏名】 

【ハ．郵便番号】 

【ニ．住所】 

【ホ．電話番号】 

【２．設計者】 

【イ．資格】        （      ）建築士       （       ）登録第     号 

【ロ．氏名】 

【ハ．建築士事務所名】（    ）建築士事務所 （    ）知事登録第          号 

 

【ニ．郵便番号】 

【ホ．所在地】 

【へ．電話番号】 

【３．文化財指定等に係る事項】 

【イ．指定根拠】 

【ロ．指定番号・指定年月日】 

【ハ．指定名称】 

 

※受付欄 ※指定番号欄 ※備考 

 

年  月  日 

 

第       号 

  （注意） ※印のある欄は、記入しないでください。 

                                         （Ａ４） 

 

 

第５号様式の４（第８条の３第１項） 

 

指 定 申 請 書 

（第一面） 

 

建築基準法第３条第１項第３号の規定による指定を受けたいので申請します。 

この申請書及び添付図書の記載事項は、事実に相違ありません。 

                                           年  月  日 

（申請先） 

 横浜市長 

                                        申請者 氏名                        （削除） 

（法人の場合は、名称・代表者の氏名）  

【１．申請者】 

【イ．氏名のフリガナ】 

【ロ．氏名】 

【ハ．郵便番号】 

【ニ．住所】 

【ホ．電話番号】 

【２．設計者】 

【イ．資格】        （      ）建築士       （       ）登録第     号 

【ロ．氏名】 

【ハ．建築士事務所名】（    ）建築士事務所 （    ）知事登録第          号 

 

【ニ．郵便番号】 

【ホ．所在地】 

【へ．電話番号】 

【３．文化財指定等に係る事項】 

【イ．指定根拠】 

【ロ．指定番号・指定年月日】 

【ハ．指定名称】 

 

※受付欄 ※指定番号欄 ※備考 

 

年  月  日 

 

第       号 

  （注意） ※印のある欄は、記入しないでください。 

                                         （Ａ４） 

 



9｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

 

第６号様式（第９条第２項） 

 

認 定 申 請 書 

（第一面） 

 

建築基準法第  条第  項第  号 
                    の規定による認定を受けたいので申請します。 
建築基準法施行令第  条第  項第  号 
 

この申請書及び添付図書の記載事項は、事実に相違ありません。 

                                            年  月  日 

（申請先） 

 横浜市長 

                                        申請者 氏名               ○印 

（法人の場合は、名称・代表者の氏名）  

 

【１．申請者】 

【イ．氏名のフリガナ】 

【ロ．氏名】 

【ハ．郵便番号】 

【ニ．住所】 

【ホ．電話番号】 

【２．設計者】 

【イ．資格】        （      ）建築士       （       ）登録第     号 

【ロ．氏名】 

【ハ．建築士事務所名】（    ）建築士事務所 （    ）知事登録第          号 

 

【ニ．郵便番号】 

【ホ．所在地】 

【へ．電話番号】 

 

※受付欄 ※認定番号欄 ※備考 

 

年  月  日 

 

第       号 

  （注意） ※印のある欄は、記入しないでください。 

                                         （Ａ４） 

 

 

 

 

第６号様式（第９条第２項） 

 

認 定 申 請 書 

（第一面） 

 

建築基準法第  条第  項第  号 
                    の規定による認定を受けたいので申請します。 
建築基準法施行令第  条第  項第  号 
 

この申請書及び添付図書の記載事項は、事実に相違ありません。 

                                            年  月  日 

（申請先） 

 横浜市長 

                                        申請者 氏名            （削除） 

（法人の場合は、名称・代表者の氏名）  

 

【１．申請者】 

【イ．氏名のフリガナ】 

【ロ．氏名】 

【ハ．郵便番号】 

【ニ．住所】 

【ホ．電話番号】 

【２．設計者】 

【イ．資格】        （      ）建築士       （       ）登録第     号 

【ロ．氏名】 

【ハ．建築士事務所名】（    ）建築士事務所 （    ）知事登録第          号 

 

【ニ．郵便番号】 

【ホ．所在地】 

【へ．電話番号】 

 

※受付欄 ※認定番号欄 ※備考 

 

年  月  日 

 

第       号 

  （注意） ※印のある欄は、記入しないでください。 

                                         （Ａ４） 

 

 

 



10｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

 

第６号様式の２の３（第９条の２第１項） 

建築協定認可（変更、廃止）申請書 

                                       年  月  日 

  （申請先） 

  横浜市長 

       申請者 住 所 

       氏 名             ㊞ 

        法人の場合は、名称・ 

        代表者の氏名 

       電 話 

建築基準法第70条第１項・第76条の３第２項(第74条第１項、第76条第１項）の規定による認可を受けたいので、関 

係図書を添えて申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  建 築 協 定 の 名 名 称   

建

築

協

定

の

概

要 

２ 区 域 の 地 名 地 番  

３ 建 築 物 に 
関 す る 基 準 建築物の敷地、位置、構造、用途、形態、意匠、建築設備に関する基準 

４ 有 効 期 間 年 

５ 協定違反のあった場

合 の 措 置  

６ 建 築 協 定 区 域 の 
面 積 、 規 模 

㎡ 区画 

７ 建築協定区域隣接地の 
面 積 、 規 模 

㎡ 区画 

８ 建 築 協 定 区 域 等 の 
地 域 地 区 

第一種低層住居専用、第二種低層住居専用、第一種中高層住居専用、 
第二種中高層住居専用、第一種住居、第二種住居、準住居、近隣商業、

商業、準工業、工業、工業専用、指定なし 

防火、準防火、

風致、その他

(     ) 

９ 土地の所有者等の人数 

土地の所

有者 
借地権を有するもの 法第 77条に 

規定する建築

物の借主 
合計 

地上権者 賃借権者 

人 人 人 人 人 

10 ９のうち合意者の人数 人 人 人 人 人 

※ 権 利 者 に 対 す る 
 合 意 者 の 割 合 合 

 
             ％ 

※ そ の 他 必 要 な 事 項  

 
 
 

※受    付    欄 
 

 

 

 

第６号様式の２の３（第９条の２第１項） 

建築協定認可（変更、廃止）申請書 

                                       年  月  日 

  （申請先） 

  横浜市長 

       申請者 住 所 

       氏 名           （削除）  

        法人の場合は、名称・ 

        代表者の氏名 

       電 話 

建築基準法第70条第１項・第76条の３第２項(第74条第１項、第76条第１項）の規定による認可を受けたいので、関 

係図書を添えて申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  建 築 協 定 の 名 名 称   

建

築

協

定

の

概

要 

２ 区 域 の 地 名 地 番  

３ 建 築 物 に 
関 す る 基 準 建築物の敷地、位置、構造、用途、形態、意匠、建築設備に関する基準 

４ 有 効 期 間 年 

５ 協定違反のあった場

合 の 措 置  

６ 建 築 協 定 区 域 の 
面 積 、 規 模 

㎡ 区画 

７ 建築協定区域隣接地の 
面 積 、 規 模 

㎡ 区画 

８ 建 築 協 定 区 域 等 の 
地 域 地 区 

第一種低層住居専用、第二種低層住居専用、第一種中高層住居専用、 
第二種中高層住居専用、第一種住居、第二種住居、準住居、近隣商業、

商業、準工業、工業、工業専用、指定なし 

防火、準防火、

風致、その他

(     ) 

９ 土地の所有者等の人数 

土地の所

有者 
借地権を有するもの 法第 77条に 

規定する建築

物の借主 
合計 

地上権者 賃借権者 

人 人 人 人 人 

10 ９のうち合意者の人数 人 人 人 人 人 

※ 権 利 者 に 対 す る 
 合 意 者 の 割 合 合 

 
             ％ 

※ そ の 他 必 要 な 事 項  

 
 
 

※受    付    欄 
 

 

 



11｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

(注意) １ ３及び８欄は、該当するものを○で囲んでください。 

     ２ ※印のある欄は、記入しないでください。  

(Ａ４) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６号様式の４（第９条の５） 

借  地  権  消  滅  届  
 

                                     年   月   日  
  
 （届出先）  
  横浜市長  

届出者  住  所  
氏  名            ㊞  

 法人の場合は､名称･ 
代表者の氏名  

電  話  
 
 次のとおり借地権が消滅しましたので、建築基準法第 74条の２第３項の規定により関係図書を添  
えて届け出ます｡ 

1 建 築 協 定 の 名 称  

2 認 可 公 告 年 月 日           年          月          日 

3 借 地 権 消 滅 年 月 日            年          月          日 

4 土 地 の 地 名 地 番  

5 土地の所有者住所氏名  

 （注意）  ※印のある欄は､記入しないでください｡  

(注意) １ ３及び８欄は、該当するものを○で囲んでください。 

     ２ ※印のある欄は、記入しないでください。  

(Ａ４) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６号様式の４（第９条の５） 

借  地  権  消  滅  届  
 

                                     年   月   日  
  
 （届出先）  
  横浜市長  

届出者  住  所  
氏  名            （削除）  

 法人の場合は､名称･ 
代表者の氏名  

電  話  
 
 次のとおり借地権が消滅しましたので、建築基準法第 74条の２第３項の規定により関係図書を添  
えて届け出ます｡ 

1 建 築 協 定 の 名 称  

2 認 可 公 告 年 月 日           年          月          日 

3 借 地 権 消 滅 年 月 日            年          月          日 

4 土 地 の 地 名 地 番  

5 土地の所有者住所氏名  

 （注意）  ※印のある欄は､記入しないでください｡  



12｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（Ａ４） 

 

 

第６号様式の５（第９条の６） 

建  築  協  定  加  入  届  
 

年   月   日  
  （届出先）  
  横浜市長  

届出者  住  所  
氏  名               ㊞  

法人の場合は､名称･ 
代表者の氏名  

電  話  
 
 
 
   年   月   日認可公告のありました次の建築協定に加わりたいので､ 
 
建築基準法第 75条の２      の規定により関係図書を添えて届け出ます｡ 
 

1  建 築 協 定 の 名 称  

2  土 地 の 地 名 地 番  

 （注意）  ※印のある欄は、記入しないでください。  

※   受 付 欄 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（Ａ４） 

 

 

第６号様式の５（第９条の６） 

建  築  協  定  加  入  届  
 

年   月   日  
  （届出先）  
  横浜市長  

届出者  住  所  
氏  名              （削除）  

法人の場合は､名称･ 
代表者の氏名  

電  話  
 
 
 
   年   月   日認可公告のありました次の建築協定に加わりたいので､ 
 
建築基準法第 75条の２      の規定により関係図書を添えて届け出ます｡ 
 

1  建 築 協 定 の 名 称  

2  土 地 の 地 名 地 番  

 （注意）  ※印のある欄は、記入しないでください。  

※   受 付 欄 

 

第１項  
第２項  

第１項  
第２項  
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（Ａ４） 

 

 

 

 

第６号様式の６（第９条の７） 

一  人  建  築  協  定  発  効  届  
 

                                   年   月   日  
  （届出先）  
  横浜市長  

届出者  住  所  
氏  名             ㊞  

法人の場合は､名称･ 
代表者の氏名   

電  話  
 
  次の建築協定は、建築基準法第 76条の３第５項の規定により効力を有することとなりましたので、  

横浜市建築基準法施行細則第９条の７の規定により関係図書を添えて届け出ます｡ 

1  建 築 協 定 の 名 称  

2  認 可 年 月 日           年          月          日 

3 
効力を有することと 

な っ た 年 月 日 
          年          月          日 

地 名 地 番 土 地 の 所 有 者 等 の 住 所 ・ 氏 名 

  

  

  

  

※   受 付 欄 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

（Ａ４） 

 

 

 

 

第６号様式の６（第９条の７） 

一  人  建  築  協  定  発  効  届  
 

                                   年   月   日  
  （届出先）  
  横浜市長  

届出者  住  所  
氏  名              （削除） 

法人の場合は､名称･ 
代表者の氏名   

電  話  
 
  次の建築協定は、建築基準法第 76条の３第５項の規定により効力を有することとなりましたので、  

横浜市建築基準法施行細則第９条の７の規定により関係図書を添えて届け出ます｡ 

1  建 築 協 定 の 名 称  

2  認 可 年 月 日           年          月          日 

3 
効力を有することと 

な っ た 年 月 日 
          年          月          日 

地 名 地 番 土 地 の 所 有 者 等 の 住 所 ・ 氏 名 

  

  

  

  

※   受 付 欄 
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（注意）  １  ※印のある欄は、記入しないでください。  
     ２  欄内に記入しきれないときは、別紙に記入してください。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（Ａ４） 

 
                                       

第７号様式 

正 本（第10条第１項） 

 

道路の位置の指定申請書 

                                                                                               年   月   日 

（申請先） 

 横浜市長 

                                申請者 住 所 

                                    氏 名                   ㊞ 

                                    （法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

                            

            建築基準法第42条第１項第５号の規定による道路の位置の指定を受けたいので関係図書を添えて申請します。 

１ 築 造 主 住 所 氏 名 電話（  ） 

２ 代 理 者 住 所 氏 名 電話（  ） 

３ 

計
画
敷
地 

ア 地 名 地 番  

イ 用 途 地 域 

第一種低層住専（  ）、第二種低層住専（  ）

、第一種中高層住専、第二種中高層住専、第一種

住居、第二種住居、準住居、近隣商業、商業、

準工業、工業、工専、指定なし 

  その他の 

エ 区域、地 

  域、地区 

 

ウ 防 火 地 域 防火、準防火、指定なし 

４ 

指定を受けようとする 

道路の敷地となる土地 

の地名、地番及び地目 

 

５ 
指定を受けようとする

道路の幅員及び延長 
 

６ 
指定を受けようとする

道路の境界標示方法 
 

７ 

避難通路の敷地となる

土地の地名、地番及び 

地目 

 

※   受 付 欄 

 

（注意）  １  ※印のある欄は、記入しないでください。  
     ２  欄内に記入しきれないときは、別紙に記入してください。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（Ａ４） 

 

 

第７号様式 

正 本（第10条第１項） 

 

道路の位置の指定申請書 

                                                                                               年   月   日 

（申請先） 

 横浜市長 

                                申請者 住 所 

                                    氏 名                 （削除）  

                                    （法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

                            

            建築基準法第42条第１項第５号の規定による道路の位置の指定を受けたいので関係図書を添えて申請します。 

１ 築 造 主 住 所 氏 名 電話（  ） 

２ 代 理 者 住 所 氏 名 電話（  ） 

３ 

計
画
敷
地 

ア 地 名 地 番  

イ 用 途 地 域 

第一種低層住専（  ）、第二種低層住専（  ）

、第一種中高層住専、第二種中高層住専、第一種

住居、第二種住居、準住居、近隣商業、商業、

準工業、工業、工専、指定なし 

  その他の 

エ 区域、地 

  域、地区 

 

ウ 防 火 地 域 防火、準防火、指定なし 

４ 

指定を受けようとする 

道路の敷地となる土地 

の地名、地番及び地目 

 

５ 
指定を受けようとする

道路の幅員及び延長 
 

６ 
指定を受けようとする

道路の境界標示方法 
 

７ 

避難通路の敷地となる

土地の地名、地番及び 

地目 

 

※   受 付 欄 
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８ 
避難通路の幅員及び 

延長 
 

９ 道 路 築 造 着 工 日 年    月    日 

10 道 路 築 造 完 了 日 年    月    日 

※ 

備考 

 

※
受 

付 

欄 

 
※
指
定
公
告
欄 

指 

定 

年  月  日 

第       号 

公 

告 

年  月  日 

第       号 

（注意）１ ３欄の「計画敷地」とは、指定を受けようとする道路、その道路を利用しようとする敷地及びこ 

れらに接する道路をいいます。 

２ ３欄の「ア」には、指定を受けようとする土地が２筆以上あるときは、代表地番を記入してくだ 

さい。 

３ ３欄の「イ」及び「ウ」は、該当するものを○で囲んでください。３欄の「イ」の（  ）内に 

は、容積率及び建蔽率を記入してください。（例）（80/40） 

４ ７欄及び８欄は、横浜市建築基準条例第56条の３第２項第５号に規定する通路を設ける場合に記 

入してください。 

５ ※印のある欄は、記入しないでください。 

（Ａ４） 

  

第７号様式 

副 本（第10条第１項・第４項） 

 

道路の位置の指定通知書 

                                            第        号 

年   月    日 

住 所 

氏 名                  様 

（法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

 

                           横浜市長                  □印 

 

年  月  日に申請のありました件について、次のとおり指定したので通知します。 

１ 指 定 番 号  

２ 指 定 年 月 日 
 

３ 築 造 主 氏 名 
 

４ 代 理 者 住 所 氏 名  

５

 

 ア 地 名 地 番  

８ 
避難通路の幅員及び 

延長 
 

９ 道 路 築 造 着 工 日 年    月    日 

10 道 路 築 造 完 了 日 年    月    日 

※ 

備考 

 

※
受 

付 

欄 

 
※
指
定
公
告
欄 

指 

定 

年  月  日 

第       号 

公 

告 
年  月  日 

第       号 

（注意）１ ３欄の「計画敷地」とは、指定を受けようとする道路、その道路を利用しようとする敷地及びこ 

れらに接する道路をいいます。 

２ ３欄の「ア」には、指定を受けようとする土地が２筆以上あるときは、代表地番を記入してくだ 

さい。 

３ ３欄の「イ」及び「ウ」は、該当するものを○で囲んでください。３欄の「イ」の（  ）内に 

は、容積率及び建蔽率を記入してください。（例）（80/40） 

４ ７欄及び８欄は、横浜市建築基準条例第56条の４第２項第５号に規定する通路を設ける場合に記 

入してください。 

５ ※印のある欄は、記入しないでください。 

（Ａ４） 

 

   第７号様式 

副 本（第10条第１項・第４項） 

 

道路の位置の指定通知書 

                                            第        号 

年   月    日 

住 所 

氏 名                  様 

（法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

 

                           横浜市長                  □印 

 

年  月  日に申請のありました件について、次のとおり指定したので通知します。 

１ 指 定 番 号  

２ 指 定 年 月 日 
 

３ 築 造 主 氏 名 
 

４ 代 理 者 住 所 氏 名  

５

 

 ア 地 名 地 番  



16｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

イ 用 途 地 域 

第一種低層住専（  ）、第二種低層住専（

  ）、第一種中高層住専、第二種中高層住

専、第一種住居、第二種住居、準住居、

近隣商業、商業、準工業、工業、工専、

指定なし 

 その他の 

エ区域、地 

 域、地区 

 

ウ 防 火 地 域 防火、準防火、指定なし 

６ 

指定を受けようとする 

道路の敷地となる土地 

の地名、地番及び地目 

 

７ 
指定を受けようとする 

道 路 の 幅 員 及 び 延 長 
 

８ 
指定を受けようとする 

道 路 の 境 界 標 示 方 法 
 

９ 

避難通路の敷地となる 

土地の地名、地番及び 

地目 

 

10 
避 難 通 路 の 幅 員 及 び 

延長 
 

11 道 路 築 造 着 工 日 年     月    日 

12 道 路 築 造 完 了 日 年     月    日 

（注意） １ ５欄の「計画敷地」とは、指定を受けようとする道路、その道路を利用しようとする敷地及びこ 

      れらに接する道路をいいます。 

２ ５欄の「ア」には、指定を受けようとする土地が２筆以上あるときは、代表地番を記入してくだ 

さい。 

３ ５欄の「イ」及び「ウ」は、該当するものを○で囲んでください。５欄の「イ」の（  ）内に 

は、容積率及び建蔽率を記入してください。（例）（80/40） 

４ ９欄及び10欄は､横浜市建築基準条例第56条の３第２項第５号に規定する通路を設ける場合に記 

入してください。 

５ ※印のある欄は、記入しないでください。 

 

（Ａ４） 

 

 

 

第10号様式 

 正 本（第10条の２第１項）  

道 路 廃 止（変 更） 申 請 書 

 

年  月  日 

（申請先）  

 横浜市長 

                                          申請者 住所 

                              氏名                         ㊞ 

                                                        （法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

                                                         電話 

道路を廃止（変更）したいので、横浜市建築基準条例第56条の４第１項の規定により関係図書を添えて申請します。 

イ 用 途 地 域 

第一種低層住専（  ）、第二種低層住専（

  ）、第一種中高層住専、第二種中高層住

専、第一種住居、第二種住居、準住居、

近隣商業、商業、準工業、工業、工専、

指定なし 

 その他の 

エ区域、地 

 域、地区 

 

ウ 防 火 地 域 防火、準防火、指定なし 

６ 

指定を受けようとする 

道路の敷地となる土地 

の地名、地番及び地目 

 

７ 
指定を受けようとする 

道 路 の 幅 員 及 び 延 長 
 

８ 
指定を受けようとする 

道 路 の 境 界 標 示 方 法 
 

９ 

避難通路の敷地となる 

土地の地名、地番及び 

地目 

 

10 
避 難 通 路 の 幅 員 及 び 

延長 
 

11 道 路 築 造 着 工 日 年     月    日 

12 道 路 築 造 完 了 日 年     月    日 

（注意） １ ５欄の「計画敷地」とは、指定を受けようとする道路、その道路を利用しようとする敷地及びこ 

      れらに接する道路をいいます。 

２ ５欄の「ア」には、指定を受けようとする土地が２筆以上あるときは、代表地番を記入してくだ 

さい。 

３ ５欄の「イ」及び「ウ」は、該当するものを○で囲んでください。５欄の「イ」の（  ）内に 

は、容積率及び建蔽率を記入してください。（例）（80/40） 

４ ９欄及び10欄は､横浜市建築基準条例第56条の4第２項第５号に規定する通路を設ける場合に記 

入してください。 

５ ※印のある欄は、記入しないでください。 

 

（Ａ４） 

 

 

 

第10号様式 

 正 本（第10条の２第１項）  

道 路 廃 止（変 更） 申 請 書 

 

年  月  日 

（申請先）  

 横浜市長 

                                          申請者 住所 

                              氏名                      （削除） 

                                                        （法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

                                                         電話 

道路を廃止（変更）したいので、横浜市建築基準条例第56条の４第１項の規定により関係図書を添えて申請します。 



17｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

１ 代 理 者 
住  所        電話 

氏  名  

２ 建築基準法上の道路種別 

建築基準法第42条第  項第  号に規定する道路 

（第42条第１項第５号に規定する道路に該当する場合、指定の年月日及び番号） 

   年  月  日   第             号 

３ 
廃止（変更）しようとする道路 

の地名、地番及び地目 
横浜市   区 

４ 
廃止（変更）しようとする道路 

の幅員及び延長 
幅員       ｍ  延長       ｍ 

５ 
避難通路の土地の地名、地番 

及び地目 
 

６ 避難通路の幅員及び延長 幅員       ｍ  延長       ｍ 

７ 廃止（変更）の理由 
 

 

 

 

（注意） １ ５欄及び６欄には、廃止し、又は変更しようとする道路に設けられた横浜市建築基準条例第56条の３第 

２項第５号に規定する通路の廃止又は変更後の幅員及び延長を記入してください。 

２ 開発に係る廃止又は変更の場合は、その旨を７欄に記入してください。 

３ ※印のある欄は、記入しないでください。 

                                         （Ａ４） 

 

 

第10号様式 

 副 本（第10条の２第１項・第４項）  

 

道 路 廃 止（変 更） 通 知 書 

第          号 

年  月  日 

住所 

氏名                           様 

（法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

横浜市長             □印 

 

    年 月 日に申請のありました件について、次のとおり廃止（変更）したので通知します。 

 

※
受
付
欄 

  

１ 代 理 者 
住  所        電話 

氏  名  

２ 建築基準法上の道路種別 

建築基準法第42条第  項第  号に規定する道路 

（第42条第１項第５号に規定する道路に該当する場合、指定の年月日及び番号） 

   年  月  日   第             号 

３ 
廃止（変更）しようとする道路 

の地名、地番及び地目 
横浜市   区 

４ 
廃止（変更）しようとする道路 

の幅員及び延長 
幅員       ｍ  延長       ｍ 

５ 
避難通路の土地の地名、地番 

及び地目 
 

６ 避難通路の幅員及び延長 幅員       ｍ  延長       ｍ 

７ 廃止（変更）の理由 
 

 

 

 

（注意） １ ５欄及び６欄には、廃止し、又は変更しようとする道路に設けられた横浜市建築基準条例第56条の３第 

２項第５号に規定する通路の廃止又は変更後の幅員及び延長を記入してください。 

２ 開発に係る廃止又は変更の場合は、その旨を７欄に記入してください。 

３ ※印のある欄は、記入しないでください。 

                                         （Ａ４） 

 

 

第10号様式 

 副 本（第10条の２第１項・第４項）  

 

道 路 廃 止（変 更） 通 知 書 

第          号 

年  月  日 

住所 

氏名                           様 

（法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

横浜市長             □印 

 

    年 月 日に申請のありました件について、次のとおり廃止（変更）したので通知します。 

 

 

※
受
付
欄 

  



18｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

 

※１ 廃 止 （ 変 更 ） 年 月 日  

 ２ 申 請 者 

住 所                                       電話 

氏 名  

 ３ 代 理 者 

住 所                                       電話 

氏 名  

 ４ 
従前の建築基準法上の 

道路種別 

 建築基準法第42条第     項第  号 に規定する道路 

 （第42条第１項第５号に規定する道路に該当する場合、指定の年月日及び番号） 

      年  月  日   第             号 

 ５ 

廃止（変更）した道路の地

名、 

地番及び地目 

 

 ６ 
廃止（変更）した道路の幅員 

及び延長 
 幅員       ｍ  延長       ｍ 

 

７ 

避難通路の土地の地名、地 

番及び地目 
 

 ８ 避難通路の幅員及び延長 幅員       ｍ  延長       ｍ 

 ９ 廃止（変更）の理由  

（注意） １ ７欄及び８欄には、廃止し、又は変更しようとする道路に設けられた横浜市建築基準条例第56条の３ 

第２項第５号に規定する通路の廃止又は変更後の幅員及び延長を記入してください。 

２ 開発に係る廃止又は変更の場合は、その旨を９欄に記入してください。 

３ ※印のある欄は、記入しないでください。 

                                          （Ａ４） 

 

 

 

第11号様式（第14条第１項・第２項） 

工事監理者及び工事施工者選任届 

年  月  日 

（届出先） 

建築主事 

 

届出者  住所 

 氏名                  ㊞ 

      （法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

 

 

 

※１ 廃 止 （ 変 更 ） 年 月 日  

 ２ 申 請 者 

住 所                                       電話 

氏 名  

 ３ 代 理 者 

住 所                                       電話 

氏 名  

 ４ 
従前の建築基準法上の 

道路種別 

 建築基準法第42条第     項第  号 に規定する道路 

 （第42条第１項第５号に規定する道路に該当する場合、指定の年月日及び番号） 

      年  月  日   第             号 

 ５ 

廃止（変更）した道路の地

名、 

地番及び地目 

 

 ６ 
廃止（変更）した道路の幅員 

及び延長 
 幅員       ｍ  延長       ｍ 

 

７ 

避難通路の土地の地名、地 

番及び地目 
 

 ８ 避難通路の幅員及び延長 幅員       ｍ  延長       ｍ 

 ９ 廃止（変更）の理由  

（注意）   １ ７欄及び８欄には、廃止し、又は変更しようとする道路に設けられた横浜市建築基準条例第56条の４ 

第２項第５号に規定する通路の廃止又は変更後の幅員及び延長を記入してください。 

２ 開発に係る廃止又は変更の場合は、その旨を９欄に記入してください。 

３ ※印のある欄は、記入しないでください。 

                                           （Ａ４） 

 

 

 

第11号様式（第14条第１項・第２項） 

工事監理者及び工事施工者選任届 

年  月  日 

（届出先） 

建築主事 

 

届出者  住所 

 氏名               （削除） 

      （法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

 



19｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

 横浜市建築基準条例第56条の６第１項・第２項の規定により、次のとおり届け出ます。 

建築確認年月日、番号   年  月  日、第        認建        号 

工 事 監 理 者 

 

住 所 

氏 名 

（  ）建築士（  ）登録第              号 

（  ）建築士事務所（  ）登録第           号 

〒      市 

                 ㊞ 電話 

工 事 施 工 者 

住 所 

氏 名 

建設業の許可（大臣 知事）第              号 

〒      市 

                 ㊞ 電話 

工事着手、特定工程完了予定及び工事完了予定の年月日を記入してください。 

着  手 特定工程１ 

(     ) 

特定工程２ 

(     ) 

特定工程３ 

(     ) 

特定工程４ 

(     ) 

完  了 

 

 年 月 日  年 月 日  年 月 日  年 月 日  年 月 日  年 月 日 

 

 （注意） １ 届出者は、建築主となります。 

      ２ 届出者の印鑑は、確認申請書と同一のものを 

押印してください。 

      ３ ※印のある欄は、記入しないでください。 

      ４ １通作成してください。 

      ５ 工事監理及び施工の引受けを行った旨を証 

する書面の写しを添付してください。 

（Ａ４） 

 

 

 

 

 

第12号様式（第15条第１項第１号・第６項） 

 

名 義 変 更 届 

  年  月  日 

（届出先） 

 横浜市長 

 建築主事 

                              届出者    住所 

                                         氏名                    ㊞ 

                                  （法人の場合は、名称・代表者の氏名）    

 

横浜市建築基準法施行細則第15条第１項第１号・第６項の規定により、次のとおり届け出ます｡ 

※

受

付

欄 

 

横浜市建築基準条例第56条の６第１項・第２項の規定により、次のとおり届け出ます。 

建築確認年月日、番号   年  月  日、第        認建        号 

工 事 監 理 者 

 

住 所 

氏 名 

（  ）建築士（  ）登録第              号 

（  ）建築士事務所（  ）登録第           号 

〒      市 

              （削除） 電話 

工 事 施 工 者 

住 所 

氏 名 

建設業の許可（大臣 知事）第              号 

〒      市 

              （削除） 電話 

工事着手、特定工程完了予定及び工事完了予定の年月日を記入してください。 

着  手 特定工程１ 

(     ) 

特定工程２ 

(     ) 

特定工程３ 

(     ) 

特定工程４ 

(     ) 

完  了 

 

 年 月 日  年 月 日  年 月 日  年 月 日  年 月 日  年 月 日 

 

 （注意） １ 届出者は、建築主となります。 

（削除） 

      ２ ※印のある欄は、記入しないでください。 

      ３ １通作成してください。 

      ４ 工事監理及び施工の引受けを行った旨を証 

する書面の写しを添付してください。 

           

（Ａ４） 

 

 

 

 

 

第12号様式（第15条第１項第１号・第６項） 

 

名 義 変 更 届 

  年  月  日 

（届出先） 

 横浜市長 

 建築主事 

                              届出者    住所 

                                         氏名                    （削除） 

                                  （法人の場合は、名称・代表者の氏名）    

 

横浜市建築基準法施行細則第15条第１項第１号・第６項の規定により、次のとおり届け出ます｡ 

※

受

付

欄 

 

（Ａ４） 



20｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

１ 
承 認 ･ 許 可 ･ 認 定 ･ 指 定 の 

年 月 日 及 び 番 号 
      年   月   日         第                 号 

２ 建 築 主 住 所 ・ 氏名
ふりがな

 

新 
〒 

㊞ 電話   （   ）     

旧 
〒 

㊞ 電話   （   ）     

３ 設 計 者 住 所 

新 
〒 

 

旧 
〒 

 

４ 工 事 監 理 者 住 所 ･ 氏 名 

新 

（    ）建 築 士（     ）登録第     号 

（    ）建築士事務所（     ）登録第     号 

〒 

㊞ 電話   （   ） 

旧 

（    ）建 築 士（     ）登録第     号 

（    ）建築士事務所（     ）登録第     号 

〒 

㊞ 電話   （   ） 

５ 工 事 施 工 者 住 所 ･ 氏 名 

新 

建設業の許可（大臣 知事）第      号 

〒 

 

㊞ 電話   （   ） 

旧 

建設業の許可（大臣 知事）第      号 

〒 

 

㊞ 電話   （   ） 

６ 変 更 の 理 由 
 

 

（注意） 

 １ 届出者は、旧又は新建築主としてください。 

 ２ 旧建築主の印鑑は、建築確認申請書と同一のものを押印してください。 

 ３ ※印のある欄は、記入しないでください。 

 ４ ２通作成してください。 

 ５ 確認済証等を添えて提出してください。 

 

（Ａ４） 

 

第13号様式（第16条第１項・第５項） 

 

取 下 届 

 

年   月   日 

（届出先） 

横浜市長 

建築主事 

※

受

付

欄 

 

１ 
承 認 ･ 許 可 ･ 認 定 ･ 指 定 の 

年 月 日 及 び 番 号 
      年   月   日         第                 号 

２ 建 築 主 住 所 ・ 氏名
ふりがな

 

新 
〒 

（削除） 電話   （   ）     

旧 
〒 

（削除） 電話   （   ）     

３ 設 計 者 住 所 

新 
〒 

 

旧 
〒 

 

４ 工 事 監 理 者 住 所 ･ 氏 名 

新 

（    ）建 築 士（     ）登録第     号 

（    ）建築士事務所（     ）登録第     号 

〒 

（削除）電話   （   ） 

旧 

（    ）建 築 士（     ）登録第     号 

（    ）建築士事務所（     ）登録第     号 

〒 

（削除）電話   （   ） 

５ 工 事 施 工 者 住 所 ･ 氏 名 

新 

建設業の許可（大臣 知事）第      号 

〒 

 

（削除）電話   （   ） 

旧 

建設業の許可（大臣 知事）第      号 

〒 

 

（削除）電話   （   ） 

６ 変 更 の 理 由 
 

  

（注意） 

 １ 届出者は、旧又は新建築主としてください。 

（削除） 

 ２ ※印のある欄は、記入しないでください。 

 ３ ２通作成してください。 

 ４ 確認済証等を添えて提出してください。 

 

（Ａ４） 

 

第13号様式（第16条第１項・第５項） 

 

取 下 届 

 

年   月   日 

（届出先） 

横浜市長 

建築主事 

※

受

付

欄 

 

（Ａ４） （Ａ４） 



21｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

                             届出者 住所                    

氏名                  ㊞ 

（法人の場合は、名称・代表者の氏名）    

                    

横浜市建築基準法施行細則第16条第１項・第５項の規定により、次のとおり届け出ます。 

１ 申 請 の 種 類 確 認 ・ 検 査 ・ 承 認 ・ 許 可 ・ 認 定 ・ 認 可 ・ 指 定  

２ 申 請 年 月 日 年 月 日 

３ 建 築 主 住 所 氏 名  

４ 敷 地 の 地 名 地 番  

５ 取 下 げ の 理 由  

６ 備 考  

 

※

受

付

欄

 

 （注意） 

１ 届出者は、建築主となります。 

２ 届出者の印鑑は、申請書と同一のものを押印してください。 

３ ※印のある欄は、記入しないでください。 

４ ２通作成してください。 

 

 （Ａ４） 

 

 

 

 

第13号様式の２（第16条第２項・第６項） 

 

取   止   届 

                                        年   月   日 

                             届出者 住所                    

氏名               （削除）    

（法人の場合は、名称・代表者の氏名）    

                    

横浜市建築基準法施行細則第16条第１項・第５項の規定により、次のとおり届け出ます。 

１ 申 請 の 種 類 確 認 ・ 検 査 ・ 承 認 ・ 許 可 ・ 認 定 ・ 認 可 ・ 指 定  

２ 申 請 年 月 日 年 月 日 

３ 建 築 主 住 所 氏 名  

４ 敷 地 の 地 名 地 番  

５ 取 下 げ の 理 由  

６ 備 考  

 

※

受

付

欄

 

 （注意） 

１ 届出者は、建築主となります。 

（削除） 

２ ※印のある欄は、記入しないでください。 

３ ２通作成してください。 

 

 （Ａ４） 

 

 

 

 

第13号様式の２（第16条第２項・第６項） 

 

取   止   届 

                                        年   月   日 



22｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

（届出先） 

                             届出者 住所                    

氏名                   ㊞ 

（法人の場合は、名称・代表者の氏名）    

 

 

横浜市建築基準法施行細則第16条第２項・第６項の規定により、次のとおり届け出ます。 

１  建 築 主 住 所 ･ 氏 名 

 

２  確認の年月日・番号 年    月    日   第               号 

３  敷 地 の 地 名 ･ 地 番 

 

４  取 り や め の 理 由  

 

５  備      考  

 

 

※

受

付

欄 

 

（注意）  １ 届出者は、建築主としてください。 

２ 届出者の印鑑は、建築確認申請書と同一のものを押印してください。 

３ ※印のある欄は、記入しないでください。 

４ ２通作成してください。 

５ 確認済証等を添えて提出してください。 

 

 

 

（Ａ４） 

 

 

（届出先） 

                             届出者 住所                    

氏名                  （削除）  

（法人の場合は、名称・代表者の氏名）    

 

 

横浜市建築基準法施行細則第16条第２項・第６項の規定により、次のとおり届け出ます。 

１  建 築 主 住 所 ･ 氏 名 

 

２  確認の年月日・番号 年    月    日   第               号 

３  敷 地 の 地 名 ･ 地 番 

 

４  取 り や め の 理 由  

 

５  備      考  

 

 

※

受

付

欄 
 

（注意）  １ 届出者は、建築主としてください。 

     （削除） 

２ ※印のある欄は、記入しないでください。 

３ ２通作成してください。 

４ 確認済証等を添えて提出してください。 

 

 

（Ａ４） 

 

 


